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論文の内容の要旨 

 

In an advanced information society, risk management and compliance to leakage or loss of inside 

information in global large enterprises has been increasing in importance as a management issue. There is 

a need to comprehensively promote information sharing among overseas company bases. Employees have 

diverse values, but once companies establish internal control within enterprises, it is necessary for all 

employees of an organization to act under their regulations and rules.  

In this dissertation, we found that the leadership of the head office plays an important role to introduce the 

internal control system into the business units. Knowledge communication between the middle managers 

and employees and the power relationship of the top, middle and lower are units of analysis. 

As a result of implementation at Japanese manufacturing company A, we developed a new model to 

promote the transfer of internal control knowledge utilizing future-oriented motivation management under 

the condition that communication is constrained to e-mail.  

Furthermore, the effect was applied to overseas subsidiaries of the same company A group and verified. 

As a result, the best practices in Japan are applied to overseas subsidiaries to show how quickly the 

organizational transformation occurred. We also discuss whether there are differences between countries. 

The Japanese model could be applied in the Philippines. In addition, the different models that were 

applied in China demonstrated effective knowledge transfer had taken place. 
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論文審査の結果の要旨 

 

グローバルに技術開発を進めていくうえで、部⾨間や国際間での電子的な情報交換は欠

かせない。しかしそれは同時に重要情報の漏洩・紛失リスクを伴うため、企業は組織成員

に内部統制に関わる知識を獲得させルールに従った行動を促す必要がある。この観点から

これまで情報セキュリティや内部統制の研究が進められてきたが、技術開発という創造的

活動が求められる現場においては、内部統制知識は一般に制約条件として組織成員に認識

されることで、その知識普及の速度においては現場のやらされ感ととも緩慢に推進されて

いくという課題に対しては十分な実効性を持たなかった。 
本研究ではこのような背景から、組織成員への内部統制知識の普及速度を高めることを

目的に、ミドルマネジャーのための知識伝達マネジメント手法を開発した。具体的には、

未来志向型モチベーションマネジメントを基礎に、組織のビジョンと達成のための行動指

針を、現状と未来の観点から思考を促すコミュニケーションシートの開発、そしてそのグ

ローバル技術開発体制展開指針を、既存研究及び現場観察の知見を基に策定した。内部統

制に動機づけの知見を取り入れ、かつ実践的な手法を構築する点は独創性に富む着眼とい

える。 
同手法の効果は、⽇本の製造業 A 社を対象にその国内グループ企業約 8000⼈に対する内

部統制知識伝達の場で検証した。社内規則に関する知識を組織成員に伝達する際、提案す

る手法が、従来型に見られるような企業方針を一様に電子メールで伝達する手法と比べて、

いかに速く組織成員の⾏動変容に至るかを、A 社の IT システムに蓄積された警告件数デー

タを基に、規則からの逸脱率を算出することで分析した。結果、提案手法の効果として(i)
逸脱率の急速な低下がみられたこと、(ii)逸脱率の低下は長期的に安定で組織報復行動を抑

える効果があることを見出した。さらに A 社グループ海外⼦会社として、中国・フィリピ

ン拠点での同様の知識伝達事案に対してモデルの有効性を検証した結果、提案手法は日本

での取り組み以上に知識普及を加速させることが分かった。内部統制知識の普及に未来志

向型コミュニケーションが有効であることを、実際の逸脱率を基に示した点は従来研究と

比較しても極めて新規性がある。 
内部統制知識のグローバル拠点への展開は、技術系大企業がリスクを低減させながら効

果的な技術開発を推進するうえで不可欠である。総じて本研究は、未来志向的な手法を導

入することで、内部統制知識が組織成員に自身の重要事項として捉えることを促進し、そ

れが個々の非逸脱行動として具現化しながら組織内に急速に安定普及したことを示した。

これは研究の実務的貢献として優れている。 
 以上、本論文はグローバルに展開する技術系大企業における内部統制知識の効果的普

及に関し、組織論の観点からミドルマネジャーのコミュニケーション手法を提案したもの

であり、学術的に貢献するところが大きい。よって博士（知識科学）の学位論文として十

分価値あるものと認めた。 


